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◆ 2023/３/15 政労使の意見交換

小林会頭の提出資料において、LOBO調査の
価格転嫁に関する結果が活用され、16.9%の企業
がコスト増加分を全く価格転嫁できていないと回
答していることなどが紹介された。
小林会頭は、急激な物価高騰によって厳しい面
もあるが、これをデフレ脱却の好機として、成長と
分配の好循環につなげていかなければならないと
述べた。また、大企業を中心に動きがある賃上げ
について、適切な形で中小企業や小規模事業者
にも広がり、そして持続的なものとするためには、
生産性向上と取引適正化が不可欠であり、政労
使で連携して取組みを進めていきたいとした。

懇談会・政府主催会議等

商工会議所LOBO調査からみた2023年１～３月期の景況

日本商工会議所では、各地商工会議所のご協力のもと、中小企業や各地域の「肌で感じる足
元の景況感」を迅速かつ的確に把握するとともに、政策提言・要望活動の資料として活用する
ことを目的に、1989年4月より本調査を実施しております。
本調査は、リアルタイムの景気動向を表すものとして、2022年度には、新聞、テレビ等で167回
取り上げられたほか、政府主催の会議等において、会頭が中小企業の生の声や実態を伝える
など、有効に活用させていただいております。本調査の2023年１月～３月の活用状況について
ご報告いたします。

業況は、２月まで足踏みが続くも、 ３月はコロナ禍からの活動回復が進み、改善。

小売業とサービス業では、マスク着用ルール緩
和や、インバウンド需要増加により改善した。加
えて建設業でも、資材価格高騰の影響を受け
つつも、需要が増加する住宅関連の民間工事
に下支えされ、改善した。一方、製造業では、
電子部品関連の外需減退で横ばいに留まった
ほか、卸売業では、製造業関連の引き合い減
少に加え、保管料等のコスト増も重なり、悪化と
なった。業種を問わず、原材料・エネルギー価
格の高騰等によるコスト増や人手不足、価格転
嫁の遅れ等、引き続き経営課題は山積するも、
経済活動はコロナ禍からの回復の兆しが見え、
中小企業の業況は改善した。
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新聞・テレビ報道等

◆ 2023/２/12 日本経済新聞
LOBO付帯調査「中小賃上げ、横ばいどまり 価格転嫁進まず」

2023年の春季労使交渉で賃上げ機運の上昇で中小企業の動向に注目が集まっている中、
企業において賃上げの意向はあるものの賃上げ率が伸び悩む見込みなのは、価格転嫁の進
捗など業績への懸念であるとした上で、LOBO調査における回答企業の９割がコスト増加分を
「価格転嫁できていない」または「一部できていない」としていることが報じられた。これについ
て、中小企業が原材料コストの上昇を大企業より強く感じている一方で、価格転嫁が難航して
いる実態が示されていると紹介された。
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※その他メディア等に22回掲載

◆ 2023/１/５ 日本テレビ「news zero」
LOBO付帯調査「71.9％は『防衛的な賃上げ』」

日本テレビの報道番組「news zero」において、企業の「防衛的な賃上げ」について報じられ
た。同番組内で、LOBO付帯調査の結果を用いて「2022年度に『賃上げをした』または『賃上
げする予定』という企業は52.6％であり、そのうち、業績改善による『前向きな賃上げ』が28.1％、
残りの71.9％は『防衛的な賃上げ』であること」が紹介された。
この調査結果を踏まえて、物価高騰の影響を受ける中でも価格転嫁が難しい背景について
解説された。そして、中小企業が賃上げを実現させるためのポイントは、大企業が今後、「コス
ト増加分も支払う」と中小企業に表明することだとした。
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◆ 2023/１/25 財界
LOBO付帯調査「７割の企業が価格交渉について話し合い」

小林会頭のインタビュー記事において、LOBO付帯調査の結果について言及があった。小
林会頭は、昨今の日本経済の停滞について、人口の半数以上を占める、中小企業の労働者
とその家族の生活を、賃上げにより向上させることが重要であると強調した。また、賃上げ問題
には「取引適正化」と直結していることを説明。その中で「1年前と比較してコスト負担が増加し
ている企業のうち、発注側企業との価格交渉の協議については、７割の企業が話し合いに応
じてもらえている」というLOBO付帯調査の結果に触れた。原料費や電気代、物流費の高騰が
ある今日では、大企業だけが利益を上げるのではなく、コストも利益も公平に分かち合い、サ
プライチェーンを支える中小企業も利益を上げられるよう、取引価格の適正化をはかることが
大事であると語った。


